
横浜市職員の再就職に関する取扱要綱 

 
制 定 平成19年11月１日 行人第 908号（局長決裁） 

最近改正 令和８年３月13日 総人第1905号（局長決裁） 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、横浜市（以下「本市」という。）を退職し、外郭団体、関係団体等及びその他

団体に再就職する職員の取扱い等に関し必要な事項を定め、本市を退職する職員の再就職の公正

性、透明性及び信頼性を確保するものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1)  退職予定職員 60 歳に達する年度の末日時点で課長級以上の職員（医師及び歯科医師を除

く。）のうち、60 歳に達する年度以降、定年により年度末までに本市を退職することが予定さ

れている職員及び定年となる年度より前に退職を希望する職員とする。 

(2)  退職者 既に本市を退職した者で、退職時又は 60 歳に達する年度の末日時点で課長級以上で

あった職員（医師及び歯科医師を除く。）とする。 

(3)  外郭団体 「外郭団体等の指導・調整に関する要綱」第２条第１項第１号に規定する団体

とする。 

(4)  関係団体等 「外郭団体等の指導・調整に関する要綱」第２条第１項第２号に規定する団

体及び、主な事業として本市区民利用施設の維持・管理を行う区民利用施設協会等とする。 

(5) その他団体 前２号に規定する団体以外の団体とする。 

（再就職の手続） 

第３条 退職予定職員のうち、定年により年度末までに本市を退職することが予定されている職員

は、退職及び退職後の就労等に関する意向確認の際に、退職後の就労希望の有無に関わらず、こ

の要綱及び「外郭団体等役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要綱」（以下「外郭団体要

綱」という。）の内容を承諾した上で、「退職予定者意向調書兼人材情報登録申込書（定年退職者

用）」（様式１－１）を、行財政局人事課へ提出（区局人事担当課経由）し、人材情報として登録

するものとする。 

２ 退職予定職員のうち、定年となる年度より前に退職を希望する職員は、退職及び退職後の就労

等に関する意向確認の際に、この要綱及び外郭団体要綱の内容を承諾した上で、「退職予定者意

向調書兼人材情報登録申込書（定年前退職者用）」（様式１－２）を、行財政局人事課へ提出（区

局人事担当課経由）し、人材情報として登録するものとする。 

３ 退職予定職員の採用を希望する団体（以下「採用希望団体」という。）は、この要綱及び外郭団

体要綱の内容を承諾した上で、「求人情報登録申込書」（様式２）を行財政局人事課へ提出（外郭

団体及び関係団体等（以下「本市関係団体」という。）にあっては、当該団体を所管する区局人事

担当課経由）し、求人情報として登録するものとする。 

（人材情報の提供） 

第４条 行財政局人事課及び区局人事担当課は、人材情報と求人情報を照合し、適任と認める退職

予定職員を紹介するため、採用希望団体に対し人材情報を提供するものとする。 

（採用） 



第５条 人材情報の提供を受けた採用希望団体は、選考（面接等）を行い、採否を決定するととも

に、その結果を行財政局人事課に報告（本市関係団体にあっては、当該団体を所管する区局人事

担当課経由）するものとする。 

（確認書の提出） 

第６条 前３条により採用希望団体に再就職する退職予定職員は、この要綱及び外郭団体要綱の内

容を確認し、「確認書（本人用）」（様式３）を行財政局人事課へ提出するものとする。 

２ 前３条により退職予定職員を採用する採用希望団体は、この要綱及び外郭団体要綱の内容を確

認し、「確認書（団体用）」（様式４）を行財政局人事課へ提出するものとする。 

（再就職状況の公表） 

第７条 職員の再就職に関する公正性及び透明性を確保するため、次の各号の定めるところにより、

再就職の状況を公表する。 

(1) 公表対象者は、次に該当する者とする。 

ア 横浜市職員の退職管理に関する条例（平成 28 年２月横浜市条例第 1 号）第３条の規定に

よる任命権者への届出をした者 

イ 本市を退職後２年以内に地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）附則第４条第１項若し

くは第２項又は附則第６条第１項若しくは第２項の規定により職員として採用された者で、 

60 歳に達する年度の末日時点で課長級以上であった者 

ウ 第６条第１項の規定により、確認書を提出した者 

エ 横浜市職員の退職管理に関する規則第 22 条第５号に該当する者のうち必要と認められる者 

(2) 公表する内容は、氏名、退職時補職名、退職日、再就職先の団体名、再就職先の役職名及び

就任日とする。 

(3) 公表の時期は、毎年 7 月とする。 

(4) 公表の方法は、本市ホームページに掲載するほか、市民情報室において閲覧に供すること

とする。 

（職務と密接に関係する営利企業への再就職の自粛） 

第８条 本市を 60 歳に達する年度より前に退職することが予定される課長級以上の職員（医師及び

歯科医師を除く。）、第２条に定める退職予定職員及び退職者は、退職後２年間は、その退職前 

５年間に主管した職務と密接に関係するその他団体のうち商業、工業又は金融業その他営利を目

的とする私企業を営むことを目的とする会社その他の団体（横浜市職員の退職管理に関する規則

第８条に定める団体を除く。）への再就職を自粛することとし、区局長はこれを指導するものと

する。 

（副市長等退職者に関する特例） 

第９条 第２条の規定に関わらず、本市副市長等が退職する場合は、第３条から第７条についてこ

れを準用する。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、本市職員の再就職について必要な事項は、行財政局長が別

途定めるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 19 年 11 月５日から施行する。 



２ 課長級以上管理職員の再就職に関する取扱いについて（平成７年３月 24 日総人第 744 号総務

局長通知）は、廃止する。 

３ この要綱の施行前に、既に本市を退職し、企業又は本市関係団体に再就職している者について

は第７条及び第８条を除き、なお従前の取扱いとする。 

附 則 

この要綱は、平成20年10月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成22年２月18日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成22年４月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成24年４月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成25年12月25日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成26年４月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成28年４月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成29年４月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、平成29年９月７日から実施する。

附 則 

この要綱は、令和元年５月27日から実施する。

附 則 

この要綱は、令和元年９月１日から実施する。

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から実施する。 



（様式１－１） 

退職予定者意向調書兼人材情報登録申込書（定年退職者用） 

 
【退職予定者人材情報】 

 

補 職 名 
 

（ ふ り が な ） 

氏 名 

 
職員番 号 

 

生 年月   日 
 

役職定年時 

の 職 位 

 
職名（職種） 

 

 

住 

 

所 

 

 

 

電話番号 

 

最 寄り   

 

駅 

 

線 

（自宅から最寄り駅までの所要時間） 

  

駅 

徒歩・バス・自転車 で 

 

 

分 

健 康状   態 □ 良好 □その他（ ） 既往症等： 

資格・免許 
 

 

 

【再就職（再任用）の意向について】 
 

退 職 後 の 就 労 希 望 
□ ある 

□ ない（※「ない」の場合、以下の欄は記入不要） 

現 時点で の再就 職先  
□ 決まっている（再就職先名： 役職名： ） 

□ 決まっていない 

本市紹介による再就職 
□ 希望する 

□ 希望しない（※「希望しない」の場合、以下の欄は記入不要） 

 

希  望  す る  勤 務 地 
□ 横浜市内（希望する方面、沿線など： ） 

□ 横浜市外も可 

 

希望す る再 就職 先 

再
任
用
 

（ 

 

）本市再任用ポスト【一般職員ポストを希望する場合は、その旨を明記】 

（希望ポスト名： ） 

※全ての（ ）内に希望順位を数字 

再
任
用
以
外
 

 

（ 

 

）本市関係団体（外郭団体、関係団体、区民利用施設協会）、 

その他民間企業及び非営利団体等【希望する業種等があれば、下記に記載】

希望する業種等： 

で記入してください。 

※これまでの知識・経験や能力・ 

適性等により選考するため、必ず 

しも意向どおりの再就職先となる 

わけではありません。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希望する具体的な職務内容

自らの知識・経験・能力等 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

 

 

本 市 に お け る 実 績 

 

希 望 す る 勤 務 形 態 
□ 常勤 

□ 非常勤（週 時間 / 週 日） 

 

留 意して 欲しい 事項  

（ 家 庭 の 状 況 等 ） 

 

 

「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」の内容（再就職状況の公表等）、「横浜市職員の退職管理に

関する条例及び規則」の内容（退職職員の働きかけの禁止等）及び「外郭団体等役員及び職員の人事

及び給与の基準に関する要綱」の内容（定年及び年収限度額等）を承諾のうえ、退職予定者意向調書

兼人材情報登録申込書を提出します。 

記入日  年 月 日 

氏 名   
※区局長記入欄 

 



（様式１－２） 

退職予定者意向調書兼人材情報登録申込書（定年前退職者用） 

 
【退職予定者人材情報】 

 

補 職 名 
 

（ ふ り が な ）  

氏 名 

 
職員番 号 

 

生 年月   日 
 

役職定年時 

の 職 位 

 
職名（職種） 

 

 

住 

 

所 

 

 

 

電話番号 

 

最 寄り   

 

駅 

 

線 

（自宅から最寄り駅までの所要時間） 

  

駅 

徒歩・バス・自転車 で 

 

 

分 

健 康状   態 □ 良好 □その他（ ） 既往症等： 

資格・免許 
 

 

 

【再就職の意向について】 
 

 

今年度中の退職の意向  

□ ある（来年度以降、本市での就労を希望しない） 

□ ない（来年度以降、引き続き本市での就労を希望する） 

（※「ない」の場合、以下の欄は記入不要） 

退 職 後 の 就 労 希 望 
□ ある 

□ ない（※「ない」の場合、以下の欄は記入不要） 

現 時点で の再就 職先  
□ 決まっている（再就職先名： 役職名： ） 

□ 決まっていない 

本市紹介による再就職 
□ 希望する 

□ 希望しない（※「希望しない」の場合、以下の欄は記入不要） 

 

希  望  す る  勤 務 地 
□ 横浜市内（希望する方面、沿線など： ） 

□ 横浜市外も可 

 

希望す る再 就職 先 

 
※これまでの知識・経験や能力・

適性等により選考するため、必ず

しも意向どおりの再就職先となる 

わけではありません。 

本市関係団体（外郭団体、関係団体、区民利用施設協会）、 

その他民間企業及び非営利団体等【希望する業種等があれば、下記に記載】

希望する業種等： 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希望する具体的な職務内容

自らの知識・経験・能力等 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

（職務内容） 

（自らの知識・経験・能力等） 

 

 

本 市 に お け る 実 績 

 

希 望 す る 勤 務 形 態 
□ 常勤 

□ 非常勤（週 時間 / 週 日） 

 

留 意して 欲しい 事項  

（ 家 庭 の 状 況 等 ） 

 

 

「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」の内容（再就職状況の公表等）、「横浜市職員の退職管理に

関する条例及び規則」の内容（退職職員の働きかけの禁止等）及び「外郭団体等役員及び職員の人事

及び給与の基準に関する要綱」の内容（定年及び年収限度額等）を承諾のうえ、退職予定者意向調書

兼人材情報登録申込書を提出します。 

記入日  年 月 日 

氏 名   
※区局長記入欄 

 



（様式２） 

求 人 情 報 登 録 申 込 書 

【法人情報】 

（ ふ り が な ）   

法 人の名 称 
 

 

代表者役職名 

 （ ふ り が な ）  

代表者  氏名   
 

所 在 地 
〒 － 

事 業 内 容 
 

資 本 金 万円 従業員数   名 

【求人内容】 
 

市役職定年時職位 □ 区局長級  / □ 部長級 / □ 課長級 ※複数選択可 

市 退 職 区 分 
□ 定年退職者を希望 / □ 定年前退職者を希望 ※複数選択可 

※希望通りの区分の退職者を紹介できるとは限りません。 

雇 用  期 間  年 月 ～  年 月 

 

職 

   
 

種 

□ 事務系 

□ 技術系（ 土木 ・ 建築 ・ 機械 ・ 電気 ・ その他（ ）） 

□ その他（ ） 

役 職 ・ 職 名  

職 務 
 

内 容 
 

求める知識や経験等 
 

必要な資格・免許等  

勤  務  地  

勤 務 
 

形 態 
□ 常 勤： 

□ 非常勤：週 

 時 分～ 

時間／週 

時 

日 

分  

年収見込（ 税込）  万円 

【担当者】 
 

（ ふりがな ）  電話/FAX ／ 

氏 名 
 

E - ma i l ＠ 

「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」の内容（再就職状況の公表等）及び「外郭団体等役員及び

職員の人事及び給与の基準に関する要綱」の内容（定年及び年収限度額等）を承諾のうえ、求人情報

登録申込書を提出します。 

記 入 日  年 月 日 

人事部門責任者役職名   

氏 名   



（様式３） 

 

確  認  書（本人用） 

 

 

年 月 日 

 

横 浜 市 長 

 

 

所属・補職名  

 

氏 名  

 

 

 

私は、次の団体に採用されるにあたり、「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」及び 

「外郭団体等役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要綱」に規定する内容につい

て確認を行いました。 

 

 

 

（団体名） 
 

 

 

 



（様式４） 

 

確  認  書（団体用） 

 

 

年 月 日 

 

横 浜 市 長 

 

 

所 在 地

法人の名 称 

代 表 者 名 印 

 

 

 

 

当団体は、横浜市の退職者を採用するにあたり、「横浜市職員の再就職に関する取扱要綱」

及び「外郭団体等役員及び職員の人事及び給与の基準に関する要綱」に規定する内容につ

いて確認を行いました。 
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